
事業番号 397

離島振興事業 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ２８～Ｈ３４ 担当課室 離島振興課 大野　淳

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島振興法のほか、当該事業に関する
法律等による

関係する計画、
通知等

離島振興法第四条に基づき各都道県が策定した離島振興計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

・我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、自然環境の保全等に重要な役割を担っている離島について、産業基盤及び生活環境の
整備等が他の地域に比較して低位にある状況を改善するとともに、離島の地理的及び自然的特性を生かした振興を図り、自立的発展の促進、人口の
著しい減少の防止及び離島における定住の促進等を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・本事業にかかる予算は、離島振興法に基づき、国が策定した「離島振興基本方針」を踏まえて各都県が策定した「離島振興計画」に位置づけられてい
る各種公共事業の執行に充当されている。

・具体的な事業としては、海岸（補助率11/20等）、道路(補助率5.5/10等）、港湾（8/10等）、空港（8/10)、水道（1/2）、廃棄物（1/3等)、農業農村整備
（8.5/10等）、水産基盤整備（8/10等）等である。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

△ 1 23,622

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 57,630 41,840 37,744 46,796

補正予算 4,096

繰越し等 △ 1,076 7,072 △ 20,554 37,321

60,650 48,911 40,811 84,117

執行額 60,305 48,193 38,081

執行率（％） 99% 99% 93%

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

4,841特別会計へ繰入（6勘定）

成果指標 単位 20年度 21年度

％ ― ―

22年度
目標値

（27年度）

離島地域の総人口
※各省の所管部局において、個別の事業単位毎に成果
目標を設定

成果実績 千人 409 402 394 353

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

― ― ―

―

―

(       ―       ) (       ―       )

単位当たり
コスト

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に設定さ
れた異なる単位により算出される

算出根拠 ―

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動指
標を設定

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

国有林野内治山事業費 135

788

農地等保全事業費補助 35

農業競争力強化基盤整備事業費補助

水産基盤整備事業費補助 13,850

469,796

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

防災・安全交付金 6,232

計

社会資本整備総合交付金 10,964

農山漁村地域整備交付金 6,317

美しい森林づくり基盤整備交付金 2

農業生産基盤保全管理・整備事業費補助 6

循環型社会形成推進交付金 1,598

森林環境保全整備事業費補助 574

治山事業費補助 514

水道施設整備費補助 941



○

―

離島振興法に基づく離島振興対策実施地域に対する補
助事業であり、地元からの要望を踏まえ、国として優先
度が高い事業を実施している

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

単位当たりコストは、各省の所管部局において、個別の
事業単位毎に設定された異なる単位により算出される

重
複
排
除

○

○

―

―

○

―

事
業
の
有
効
性

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動指
標を設定

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

―単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

・本事業に係る予算は、昭和32年3月8日の閣議了解に基づき、事業の総合性を確保するため、その予算を国土交通省の所管に一括計上し、その使用に
際して各省所管に移替え等を行っているが、各都県の定める離島振興計画に基づき、事業の総合性の確保並びに計画的かつ効率的な事業執行を図ら
れるよう各省の所管部局と連携を取っている。
・個別事業の実施にあたっては、事業担当部局において、新規事業採択時評価等を行っており、補助金の交付にあたっては、事業担当部局において、補
助金等適正化法に基づく補助金交付申請時に使途の把握を行うとともに、同法に基づく実績報告において実績の把握を行っている。さらに、毎年度、各
都道県離島振興担当部局より、離島振興事業の実施状況等について直接聴取し確認を行っている。
・本事業は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全等に重要な役割を担っている離島について、産業基盤及び生活環境の整備等が低位にある状況
を改善するとともに、自立的発展の促進、人口の著しい減少の防止及び離島における定住の促進等を図るため、離島振興計画に基づき実施するもので
あり、着実に各種基盤の整備が進められてきているところである。これらの効果として、離島地域における成果指標については、目標年度における目標
値の達成は実現可能であると見込まれる。
・一方で 本土との間に諸格差がいまだ残されており 引き続き 離島の自立的発展を図るため 離島の有する条件不利性を鑑み今後一層の振興施策

評　価項　　目

点
検
結
果

61

備考

外部有識者の所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成24年平成23年149 59平成22年

関連する過去のレビューシートの事業番号

・一方で、本土との間に諸格差がいまだ残されており、引き続き、離島の自立的発展を図るため、離島の有する条件不利性を鑑み今後一層の振興施策
を推進していく必要がある。



【補助】
（15団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（３団体） （３団体） （１団体）

【間接補助】
（４団体）

【間接補助】
（２団体）

【補助】 【間接補助】
（12団体） （６団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（12団体） （14団体）

13,679

1 101 百万円 1 101 百万円 55 百万円

林野庁 E．地方公共団体 M．市町村

農山漁村地域の総合的な整備及
び市町村等事業に対する補助等

農山漁村地域の総合的な整備

戸別所得補償実施円滑化基盤整
備の実施

D．地方公共団体 L．市町村

945 百万円 174 百万円

J．土地改良区

2 百万円

戸別所得補償実施円滑化基盤整
備の実施

K．県公社

155 百万円

2 百万円

予算配分、事業採
択、農政局への助言

農業生産基盤保全管理・整備、戸
別所得補償実施円滑化基盤整
備、農地等保全に係る指導及び
助成

農業生産基盤保全管理・整備、戸別
所得補償実施円滑化基盤整備、農
地等保全の実施及び市町村等事業
に対する補助等

農業生産基盤保全管理・整備の
実施

1,405 百万円 460 百万円 460 百万円

予算配分、事業採
択、地方整備局への
助言

基幹事業、関連社会資本整備事
業、効果促進事業

農林水産省 A．農政局 C．地方公共団体 I．市町村

国土交通省

38,081 百万円

国土交通省 B．地方公共団体

13,679 百万円 百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

【間接補助】
（9団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（26団体） （28団体）

【移替え】 【補助】
（10団体）

【移替え】 【補助】
環境省 （31団体）

特別会計繰入 (７勘定)

7,054 百万円
※百万円未満は四捨五入しているため、合計した額と一致しない場合がある。

水道施設の整備

H．地方公共団体

1,472 百万円 1,472 百万円

廃棄物処理施設等
の整備にかかる指
導及び助成

廃棄物処理施設整備事業等の施
行

水道施設の整備に
かかる指導及び助
成

予算配分、事業採
択、地方公共団体へ
の助言

水産基盤整備事業の実施、市町
村等事業に対する補助等 水産基盤整備事業の実施

厚生労働省 G．地方公共団体

1,280 百万円 1,280 百万円

森林整備事業の実施

水産庁 F．地方公共団体 O．市町村

12,090 百万円 12,090 百万円 809 百万円

予算配分、事業採
択、地方公共団体へ
の助言

治山、森林整備事業の実施及び
市町村等事業に対する補助等

森林整備事業の実施

N．森林組合

100 百万円

1,101 百万円 1,101 百万円 55 百万円て補足する）
（単位：百万

円）



離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備

金　額
(百万円）

A．北陸農政局（農林水産省） Ｅ．長崎県（林野庁）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

241 離島振興事業費 治山事業費 264

離島振興事業費 農地等保全 7 離島振興事業費 森林環境保全整備事業費 222

離島振興事業費 農業生産基盤保全管理・整備 33

計 281 計 486

Ｂ．長崎県（国土交通省） Ｆ．長崎県（水産庁）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

離島振興事業費 社会資本整備総合交付金 3,686 離島振興事業費 水産基盤整備事業費 3,268

計 3,686 計 3,268

C．新潟県（農林水産省） G．長崎県（厚生労働省）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業費 241 離島振興事業費 水道施設の整備費 554

離島振興事業費 農地等保全事業費 7

離島振興事業費 農業生産基盤保全管理・整備事業費 33

計 281 計 554

D．松山市（農林水産省） H．大島町（環境省）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島振興事業費 農山漁村地域整備交付金 267 離島振興事業費 廃棄物処理施設等の整備費 619

計 267 計 619



K．（公財）鹿児島県地域振興公社（農林水産省） O．佐渡市（水産庁）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 25

離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業費 0.7 離島振興事業費 森林環境保全整備事業費 25

J．国府川左岸土地改良区（農林水産省） N．種子島森林組合（林野庁）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 20

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I．佐渡市（農林水産省） M．石巻市（林野庁）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島振興事業費 農業生産基盤保全管理・整備事業費 2 離島振興事業費 森林環境保全整備事業費 20

計 55

離島振興事業費 農山漁村地域整備交付金 55

L．上島町（農林水産省）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 95 計 341

離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業費 95 離島振興事業費 水産基盤整備事業 341



支出先上位１０者リスト
A．農政局

B．地方公共団体

―

3,217

―

―

408

735

931 ―

2,250

―

―

―8 広島県 社会資本総合整備事業の実施 144

9 熊本県 社会資本総合整備事業の実施 138 ―

10 宮城県 社会資本総合整備事業の実施 124 ―

7 島根県 社会資本総合整備事業の実施

社会資本総合整備事業の実施 3,686

6 愛媛県 社会資本総合整備事業の実施

東京都 社会資本総合整備事業の実施

社会資本総合整備事業の実施

4 新潟県 社会資本総合整備事業の実施 1,833 ― ―

5 岡山県

3

1 長崎県

2 鹿児島県 社会資本総合整備事業の実施

―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 北陸農政局
農業生産基盤保全管理・整備、戸別所得補償実施円滑化基盤整備
事業、農地等保全事業に係る指導及び助成

280 ― ―

2 九州農政局 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に係る指導及び助成 95 ― ―

3 中国四国農政局
戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業、農地等保全事業に係る指導及び
助成

85 ― ―

4

5

6

7

8

9

―

―

―

―

―

―

―

落札率

―

10

C．地方公共団体

D．地方公共団体

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 新潟県
農業生産基盤保全管理・整備、戸別所得補償実施円滑化基盤整備、農地
等保全事業の実施

280 ― ―

2 鹿児島県 戸別所得補償実施円滑化基盤整備の実施 95 ― ―

3 島根県 戸別所得補償実施円滑化基盤整備、農地等保全事業の実施 85 ― ―

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 松山市 農山漁村地域の総合的な整備 267 ― ―

2 長崎県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 140 ― ―

3 鹿児島県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 112 ― ―

4 兵庫県 農山漁村地域の総合的な整備 76 ― ―

5 香川県 農山漁村地域の総合的な整備 70 ― ―

6 愛媛県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 30 ― ―

7 新潟県 農山漁村地域の総合的な整備及び市町村等事業に対する補助等 28 ― ―

8 笠岡市 農山漁村地域の総合的な整備 24 ― ―

9 岩国市 農山漁村地域の総合的な整備 16 ― ―

10 尾道市 農山漁村地域の総合的な整備 5 ― ―



E．地方公共団体

F．地方公共団体

G．地方公共団体

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 長崎県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 473 ― ―

2 鹿児島県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 233 ― ―

3 東京都 治山事業の実施 139 ― ―

4 新潟県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 118 ― ―

5 島根県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 61 ― ―

6 岡山県 治山事業の実施 22 ― ―

7 宮城県 治山、森林整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 22 ― ―

8 兵庫県 治山事業の実施 4 ― ―

9 愛媛県 治山事業の実施 3 ― ―

10 香川県 治山事業の実施 1 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 長崎県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 3,268 ― ―

2 東京都 水産基盤整備事業の実施 2,281 ― ―

3 鹿児島県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 1,455 ― ―

4 新潟県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 1,026 ― ―

5 愛媛県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 385 ― ―

6 対馬市 水産基盤整備事業の実施 381 ― ―

7 姫路市 水産基盤整備事業の実施 371 ― ―

8 島根県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 335 ― ―

9 三重県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 282 ― ―

10 山口県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 267 ― ―

G．地方公共団体

H．地方公共団体

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 長崎県 簡易水道の施設整備 554 ― ―

2 鹿児島県 簡易水道の施設整備 280 ― ―

3 新潟県 簡易水道の施設整備 139 ― ―

4 島根県 簡易水道の施設整備 86 ― ―

5 福岡県 簡易水道の施設整備 67 ― ―

6 香川県 簡易水道の施設整備 49 ― ―

7 東京都 簡易水道の施設整備 36 ― ―

8 広島県 簡易水道の施設整備 31 ― ―

9 愛媛県 簡易水道の施設整備 22 ― ―

10 山口県 簡易水道の施設整備 15 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大島町 廃棄物処理施設等の整備 619 ― ―

2 東京都島嶼町村一部事務組合 廃棄物処理施設等の整備 309 ― ―

3 対馬市 廃棄物処理施設等の整備 146 ― ―

4 広島中央環境衛生組合 廃棄物処理施設等の整備 107 ― ―

5 八丈町 廃棄物処理施設等の整備 58 ― ―

6 五島市 廃棄物処理施設等の整備 43 ― ―

7 壱岐市 廃棄物処理施設等の整備 33 ― ―

8 種子島地区広域事務組合 廃棄物処理施設等の整備 29 ― ―

9 西之表市 廃棄物処理施設等の整備 20 ― ―

10 西ノ島町 廃棄物処理施設等の整備 18 ― ―



I．市町村

J．土地改良区

K 県公社

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 佐渡市 農業生産基盤保全管理・整備事業の実施 2 ― ―

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国府川左岸土地改良区 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業の実施 1 ― ―

2 新穂村土地改良区 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業の実施 1 ― ―

3
金井土地改良区
国仲和西部土地改良区

戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業の実施 1 ― ―

4 羽茂土地改良区 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業の実施 0 ― ―

5

6

7

8

9

10

K．県公社

L．市町村

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （公財）鹿児島県地域振興公社 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業の実施 95 ― ―

2 （財）島根県農業振興公社 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業の実施 60 ― ―

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 上島町 農山漁村地域の総合的な整備 55 ― ―

2 佐渡市 農山漁村地域の総合的な整備 45 ― ―

3 松山市 農山漁村地域の総合的な整備 38 ― ―

4 薩摩川内市 農山漁村地域の総合的な整備 15 ― ―

5 五島市 農山漁村地域の総合的な整備 12 ― ―

6 対馬市 農山漁村地域の総合的な整備 10 ― ―

7

8

9

10



M．市町村

N．森林組合

O．市町村

2 五島市

支　出　先 業　務　概　要

市町村営林における間伐等の実施

3 佐渡市 市町村営林における間伐等の実施や市町村事業による林道開設等の実施                       7 ― ―

4 隠岐の島町 市町村営林における間伐等の実施                       6 ― ―

5 壱岐市 市町村営林における間伐等の実施                       3 ― ―

6 新上五島町 市町村営林における間伐等の実施                       2 ― ―

7 対馬市 市町村営林における間伐等の実施                       2 ― ―

―

8 小値賀町 市町村営林における間伐等の実施                       1 ― ―

10 平戸市 市町村営林における間伐等の実施                       1 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 種子島森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                      25 ― ―

2 屋久島森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                      21 ― ―

3 対馬森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                      21 ― ―

4 隠岐島後森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                      11 ― ―

5 五島森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                      11 ― ―

6 佐渡森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                       5 ― ―

7 両津東部森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                       3 ― ―

8 南佐渡森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                       2 ― ―

9 新穂森林組合 森林所有者から委託された森林の整備等                       1 ― ―

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 石巻市 市町村営林における間伐等の実施                      20 ― ―

                     12 ― ―

9 女川町 市町村営林における間伐等の実施                       1 ―

10

O．市町村

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 佐渡市 水産基盤整備事業の実施 341 ― ―

2 宇和島市 水産基盤整備事業の実施 166 ― ―

3 壱岐市 水産基盤整備事業の実施 43 ― ―

4 新上五島町 水産基盤整備事業の実施 32 ― ―

5 姫島村 水産基盤整備事業の実施 30 ― ―

6 対馬市 水産基盤整備事業の実施 26 ― ―

7 松浦市 水産基盤整備事業の実施 25 ― ―

8 小値賀町 水産基盤整備事業の実施 24 ― ―

9 平戸市 水産基盤整備事業の実施 17 ― ―

10 周南市 水産基盤整備事業の実施 15 ― ―



事業番号 398-1
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名 離島振興事業（東日本大震災関連） 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・本事業にかかる予算は、離島振興法に基づき、国が策定した「離島振興基本方針」を踏まえて各都県が策定した「離島振興計画」に位置づけられてい
る各種公共事業のうち、防災、減災等に資する事業の執行に充当されている。

・具体的な事業としては、道路(補助率5.5/10等）、水道（1/2）、農業農村整備（8.5/10等）、水産基盤整備（8/10等）等である。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島振興法のほか、当該事業に関する
法律等による

関係する計画、
通知等

離島振興法第四条に基づき各都道県が策定した離島振興計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

・離島振興法に基づく離島振興対策実施地域において、「東日本大震災からの復興の基本方針」等に基づき、全国的に緊急に実施する必要性が高く、
即効性のある防災、減災等に資する施設等を整備することで、災害に強く安全・安心な離島づくりを推進し、離島の自立的発展を図る。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２３～ 担当課室 離島振興課 大野　淳

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

1,779 0

繰越し等 △ 1,704 903 801

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 0 1,777 732

補正予算

執行率（％） 42% 98%

執行額 32 2,639

計 75 2,680 1,533

22年度
目標値

（27年度）

離島地域の総人口
※各省の所管部局において、個別の事業単位毎に成果
目標を設定

成果実績 千人 409 402 394 353

達成度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 20年度 21年度

％ ― ―

―

(       ―       ) (       ―       )

単位当たり
コスト

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に設定さ
れた異なる単位により算出される

算出根拠 ―

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動指
標を設定

活動実績

（当初見込
み）

― ― ―

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

防災対策推進水産基盤整備事業費補助 732

計 732



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
離島振興法に基づく離島振興対策実施地域に対する補
助事業であり、地元からの要望を踏まえ、国として優先
度が高い事業を実施している

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動指
標を設定活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ―

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ―

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ―

単位当たりコストは、各省の所管部局において、個別の
事業単位毎に設定された異なる単位により算出される

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ―

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

点
検
結
果

・本事業に係る予算は、昭和32年3月8日の閣議了解に基づき、地域ごとの総合的な効果を確保するため、その予算を国土交通省の所管に一括計上して
いる。その使用に際しては、各省所管に移替え等を行っているが、各都県の定める離島振興計画に基づき、事業の総合性の確保並びに計画的かつ効率
的な事業執行を図られるよう各省の所管部局と連携を取っている。
・個別事業の実施にあたっては、事業担当部局において、新規事業採択時評価等を行っており、補助金の交付にあたっては、事業担当部局において、補
助金等適正化法に基づく補助金交付申請時に使途の把握を行うとともに、同法に基づく実績報告において実績の把握を行っている。さらに、毎年度、各
都道県離島振興担当部局より、離島振興事業の実施状況等について直接聴取し確認を行っている。
・我が国の領域、排他的経済水域等の保全等に重要な役割を担っている離島について、防災機能の強化を図るため「東日本大震災からの復興の基本
方針」等に基づき、全国的に緊急に実施する必要性が高く、即効性のある防災、減災等に資する施設等を整備する必要がある。

類似事業名 所管府省・部局名

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

62平成22年 平成23年 平成24年



【補助】
（４団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（２団体） （２団体） （１団体）

【移替え】 【補助】
（１団体）

【移替え】 【補助】 【間接補助】

百万円

予算配分、事業採
択、地方公共団体
への助言

基幹事業、関連社会資
本整備事業、効果促進
事業

農林水産省 A．農政局 C．地方公共団体

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省

2,639 百万円

国土交通省 B．地方公共団体

260 百万円 260

14 百万円 14 百万円

予算配分、事業採
択、地方公共団体
への助言

治山事業の実施

予算配分、事業採
択、農政局への助
言

戸別所得補償実施円滑
化基盤整備、農地等保
全に係る指導及び助成

戸別所得補償実施円滑
化基盤整備、農地等保
全の実施

戸別所得補償実施円滑
化基盤整備の実施

林野庁 Ｄ．地方公共団体

Ｇ．県公社

15 百万円 15 百万円 15 百万円 9 百万円

【移替え】 【補助】 【間接補助】
（５団体） （１団体）

【移替え】 【補助】
（10団体）

て補足する）
（単位：百万

円）

予算配分、事業採
択、地方公共団体
への助言

水産基盤整備事業の実
施、市町村等事業に対
する補助等

水産基盤整備事業の実
施

厚生労働省 Ｆ．地方公共団体

99 百万円 99 百万円

水産庁 Ｅ．地方公共団体 Ｈ．市町村

2,244 百万円 2,244 百万円 109 百万円

水道施設の整備
にかかる指導及
び助成

水道施設の整備

特別会計繰入 (1勘定)

38 百万円
※百万円未満は四捨五入しているため、合計した額と一致しない場合がある。



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A．九州農政局（農林水産省） Ｅ．東京都（水産庁）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業費 9 離島振興事業費 水産基盤整備事業費 1,440

計 9 計 1,440

離島振興事業費 社会資本整備総合交付金 173 離島振興事業費 水道施設の整備費 46

Ｂ．長崎県（国土交通省） Ｆ．長崎県（厚生労働省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C．鹿児島県（農林水産省） G．（公財）鹿児島県地域振興公社（農林水産省）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 173 計 46

離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業費 9 離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業費 554

D．岡山県（林野庁） H．宇和島市（水産庁）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 9 計 554

離島振興事業費 治山事業費 14 離島振興事業費 水産基盤整備事業費 109

計 14 計 109



支出先上位１０者リスト
A．農政局

B．地方公共団体

2 北陸農政局 農地等保全事業に係る指導及び助成 6 ― ―

1 九州農政局 戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業に係る指導及び助成 9 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5

4

3

8

7

6

10

9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 宮城県 社会資本総合整備事業の実施 30 ― ―

2 新潟県 社会資本総合整備事業の実施 37 ― ―

1 長崎県 社会資本総合整備事業の実施 173 ― ―

6

5

4 愛媛県 社会資本総合整備事業の実施 20 ― ―

9

8

7

10

C．地方公共団体

D．地方公共団体

1 鹿児島県 戸別所得補償実施円滑化基盤整備の実施 9 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2 新潟県 農地等保全事業の実施 6 ― ―

7

6

5

10

9

8

2

1 岡山県 治山事業の実施 14 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5

4

3

8

7

6

10

9



E．地方公共団体

F．地方公共団体

G．県公社

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 徳島県 水産基盤整備事業の実施 144 ― ―

2 愛媛県 水産基盤整備事業の実施及び市町村等事業に対する補助等 486 ― ―

1 東京都 水産基盤整備事業の実施 1,440 ― ―

6

5 宮崎県 水産基盤整備事業の実施 26 ― ―

4 高知県 水産基盤整備事業の実施 39 ― ―

9

8

7

10

2 新潟県 簡易水道の施設整備 42 ― ―

1 長崎県 簡易水道の施設整備 46 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5

4 東京都 簡易水道の施設整備 2 ― ―

3 愛媛県 簡易水道の施設整備 9 ― ―

8

7

6

10

9

G．県公社

H．地方公共団体

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

1 （公財）鹿児島県地域振興公社 戸別所得補償実施円滑化基盤整備の実施 9 ― ―

6

5

4

9

8

7

1 宇和島市 水産基盤整備事業の実施 109 ― ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

4

3

2

7

6

5

10

9

8



事業番号 398-2
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名
離島振興事業 【復旧・復興対策（水産基盤整

備）】
担当部局庁 国土政策局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島振興法のほか、当該事業に関する
法律等による

関係する計画、
通知等

「東日本大震災からの復興の基本方針」
（平成２３年７月２９日東日本大震災復興対策本部決定）

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

　
　東日本大震災の被災地において、拠点漁港の流通機能の強化、漁港の地盤沈下対策、漁場の生産力回復のための整備等を実施する。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２３～ 担当課室 離島振興課 課長　　大野　淳

会計区分 一般会計・東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　地方公共団体が実施する
　・高度衛生管理型荷捌き所や水産資源の回復を図るための漁場造成等（被災地対策）を行う。　（補助率１／２等）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 0 (158) 0

補正予算

計 0 556 101 0

500 0 0

繰越し等 △ 500
441

（△43）
59

（43）

執行額 0
15

（H23年度繰越額15）

括弧内は復興庁が

計上した同様の事

業（復興庁132水産

基盤整備事業（補

助・復興関連事業）

の予算額を参考記

載しているもの

90

執行率（％） ― 3%

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

-

- (19) (54) (33)

24年度
目標値

（　　年度）

被災漁港３１９漁港のうち
陸揚げ岸壁の全延長が回復した漁港の割合

※下段（　　）書きは年度目標値、上段は年度実績値
※全国値

成果実績 ％ - -
36
(40)

65.0
(25)

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　73（百万円／漁港）　＊全国値 算出根拠
   執行額／実施漁港数
   平成24年度　73百万円／漁港　　　＊全国値

平成24年度被災地対策対象漁港数：54漁港

※全国値
　

活動実績

（当初見込
み）

箇所

- 19 54活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

水産基盤整備事業費補助 0

計 0



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ ・漁港漁場整備長期計画（H24.3.23閣議決定）に定めた
目標を達成するための事業であり、広く国民のニーズが
あり、優先度が高い。
・漁港漁場整備法等に基づき、国、地方公共団体、民間
等の役割分担のもと、事業を実施している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ ・地方公共団体において、入札等を行っており、必要に
応じて実施状況調査も実施していることから、支出先の
選定は妥当なものとなっている。
・予算の定められた範囲で真に必要な事業を実施してい
る。
・平成24年度は、被災市町村における津波からの復興
計画等に係る工程上の調整や漁港周辺地域を含めた浸
水域の土地利用計画の見直し、また、復旧関係工事や
他事業との調整に不測の日数を要し、事業実施にいたら
なかったため、執行率が抑制されている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

類似事業名 所管府省・部局名

・復興の基本方針に基づき、漁港間の役割分担を考慮
するなど、効率的に事業を実施している。
・当該繰越予算に加え、当該年度予算を活用することに
より、着実に復旧・復興を図っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

点
検
結
果

当該事業は、「東日本大震災からの復興の基本方針（H23.7東日本大震災復興対策本部）」に則して、被災地の早期復旧・復興を支援するものであり、
H27年度までの集中復興期間において、着実に被災地の早期復旧・復興を図る必要があることから、今後とも災害復旧事業と連携して、必要な施設整備
に努めていく。なお、平成24年度以降の予算については、復興庁が所管する一括計上予算として東日本大震災復興特別会計に計上されている。

外部有識者の所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

平成22年 平成23年 平成24年



資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

農林水産省
15百万円

うちＨ２３年度繰越額15百万円

Ａ．県
15百万円
宮城県

15百万円

国土交通省

15百万円

［移替］

する）（単位：百万
円）

県事業の実施経費



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.都道府県（宮城県） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

県営事業 県事業の実施経費 15

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 15 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 宮城県 県事業の実施経費 15

4

3

6

5

8

7

9

10

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

5

4

7

6

9

8

10

C.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9



成果目標及び成 24年度
目標値

（25年度）
成果指標 単位 22年度 23年度

執行率（％） 98% 98% 99%

執行額 20,509 20,164 16,196

計 20,829 20,495 16,345 23,729

△ 1 3,984

繰越し等 △ 2,438 2,867 △ 4,644

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 20,523 17,628 17,005 23,729

補正予算 2,744

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①公共事業については、奄美群島振興開発特別措置法に基づき、鹿児島県が策定した「奄美群島振興開発計画」に基づく事業について、同法第６条第
１項及び第３項の規定に基づき、国の負担及び補助の割合を嵩上げして支援をしている（公共事業関係費の地域一括計上）。
海岸（2/3等）、河川（6/10）、道路（9/10）、港湾（9/10）、空港（8/10）、簡易水道（1/2）、農業農村整備（9/10等）、水産基盤整備（9/10）、森林（2/3）、循
環型社会形成事業（1/2等）等。
②非公共事業については、同法第６条第５項に基づき、奄美群島の地理的・自然的特性その他の特殊事情により、奄美群島において国の補助を受けて
行う必要のあるものについて、地方公共団体に対し補助を行い支援している。
　産業振興等地域資源活用、奄美群島体験交流、人材育成支援、生活・環境保全対策、農業振興のための推進事業及び条件整備事業の実施に要す
る経費の一部を補助。（8/10、7/10、1/2、3/10）
③同法第６条第５項に基づき、奄美群島の振興開発の推進に向け基本となる施策について調査検討を行うための国の直轄調査。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

奄美群島振興開発特別措置法第６条第１項及び５項、海岸法
第２７条、道路法第５６条、港湾法第４２条第１項及び第２項、
土地改良法第１２６条　等

関係する計画、
通知等

奄美群島振興開発特別措置法第３条に基づき
鹿児島県が策定した奄美群島振興開発計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地理的・自然的条件（外海遠隔離島・台風の常襲地帯）や歴史的経緯（昭和21年より昭和28年まで行政分離され米国軍政下）などの奄美群島における
特殊事情にかんがみ、その基礎条件の改善並びに地理的及び自然的特性に即した奄美群島の振興開発を図り、もって奄美群島の自立的発展並びに
その住民の生活の安定及び福祉の向上に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ29～ 担当課室 特別地域振興官
特別地域振興官

岡野　克弥

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

事業番号 399
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名 奄美群島振興開発事業 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求

奄美群島産業振興等補助金 451
奄美農業創出支援事業費補助金 90

計 23,729

委員等旅費 1
離島振興調査費 18
奄美群島振興開発調査費等補助金 130

離島農業生産基盤保全管理・整備事業費食料安
定供給特別会計へ繰入

1,245

諸謝金 0
職員旅費 1

社会資本整備総合交付金 6,063
防災・安全交付金 2,574

水産基盤整備事業費補助 479
循環型社会形成推進交付金 88
農山漁村地域整備交付金 1,652

農業生産基盤保全管理・整備事業費補助 9
農業競争力強化基盤整備事業費補助 3,462
森林環境保全整備事業費補助 285

国有林野治山事業費 15
治山事業費補助 56
水道施設整備費補助 523

離島空港整備事業費社会資本整備事業特別会計
へ繰入

26

航空機燃料税財源離島空港整備事業費社会資本
整備事業特別会計へ繰入

164

かんがい排水事業費 3,275

主な増減理由

離島治水事業費社会資本整備事業特別会計へ繰
入

1,744

離島港湾整備事業費社会資本整備事業特別会計
へ繰入

1,378

　　①　－
　　②　－
　　③　2

― ― ― (      ―     )

単位当たり
コスト

①各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動
指標を設定
②13.１(百万円/箇所数）
③12.5（百万円/調査件数）

算出根拠
②Ｈ24年度実績額(587.5百万円)／Ｈ24年度箇所数(45）
③Ｈ24年度実績額(25.0百万円)／Ｈ24年度調査件数(2）

①各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動
指標を設定
②実施箇所数
③調査件数

活動実績

（当初見込
み）

　　①　－
　　②　34

　③　2

　　①　－
　　②　46

　③　2

　　①　－
　　②　45
　　③　2

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
（25年度）

奄美群島の総人口
成果実績 千人 120千人 118千人 117千人 114千人
達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％



単位当たりコストの水準は妥当か。

点
検
結
果

①は、昭和49年3月29日の閣議了解に基づき、事業の総合性を確保するため、その予算を国土交通省の所管に一括計上し、その使用に際して各省所管に移し替えを
行っているが、奄美群島振興開発計画に基づき、事業の総合性の確保並びに計画的かつ効果的な事業を図られるよう各省の各所管部局と連携を取っており、各省
事業執行部局において、個別公共事業の新規事業採択時評価等を行っており、補助事業にあっては、各事業執行部局において、支出先である地方公共団体等の申
請に基づき使途を把握した上で補助金の交付を決定し、事後においても完了検査を実施することにより事業目的に沿った効果的な使われ方になっているか確認を
行っている。
②は、地方公共団体等による事業実施要望書提出時、事業実施計画提出時、交付申請時に地方公共団体等から提出のあった補助金交付申請書及び関係書類によ
り実施方針や使途を把握しており、補助事業終了後、完了検査を実施することにより、補助事業の目的に沿った効果的な使われ方になっているか確認を行っている。
③は、調査中においても、必要に応じて発注先と打ち合わせを行い、また、調査終了後においても完了時の検査を通じて、発注先より提出のある成果物（報告書）の
内容が、国の求める調査事項を網羅しているか、国が指示した報告書の整理方法となっているかなど確認を行っている。
・本事業は、地理的・自然的条件（外海離島、台風の常襲地帯）、歴史的経緯（昭和21年から昭和28年まで行政分離）など奄美群島の特殊事情に鑑み、奄美群島振興

類似事業名 所管府省・部局名

①、②各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動
指標を設定。
③調査過程より、国土交通省と関係団体との間で問題意識を
共有するとともに、連携・協力して進めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

事業番号

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

　本事業は、奄美群島振興開発特別措置法の法規定に基づ
き経費が支出されているものである。
　①単位当たりコストは、各省の所管部局において、個別の
事業単位毎に設定された異なる単位により算出される。
　②国は、補助金の交付を決定する際に積算資料等により使
途や事業内容等を把握している。
　③直轄調査については、支出先の選定にあたって、透明性
及び公平性の確保を図る観点から、企画競争の手続きを経
た上で、発注先を特定している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○ 　本事業は、奄美群島の特殊事情に鑑み制定された奄美群
島振興開発特別措置法の目的を達成するために実施されて
いる事業である。
　①の一部及び②は、鹿児島県及び奄美群島の市町村に対
する補助事業であり、地元からの要望を踏まえ、国として優先
度の高い事業を実施している。
　③については、直轄調査については、新たな振興開発の取
組の可能性を探ったり、国等の関係団体との調整を経て奄美
群島での適用を目指すものであり、奄美群島がより効率的・
効果的に具体的施策を立案できるよう、支援するものである。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検
項　　目 評　価 評価に関する説明

64、99、100、101、106平成22年 150,179,180,181,185 平成23年 60、95、96、97、101 平成24年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

本事業は、地理的 自然的条件（外海離島、台風 常襲地帯）、歴史的経緯（昭和 年 ら昭和 年ま 行政分離）な 奄美群島 特殊事情 鑑み、奄美群島振興
特別措置法に基づき実施するものであり、相応の成果を上げてきている。これらの効果として奄美群島における総人口の減少傾向の悪化を抑制することを目標とする
成果指標については順調に推移しており、目標年度に目標値を達成できると見込まれる。
・一方で本土との間に諸格差がいまだに残されており、引き続き、奄美群島の自立的発展を図るため、奄美群島振興開発計画に基づく計画的かつ効果的な事業の実
施により 基礎的条件の改善を図る必要がある

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

百万円

G.鹿児島県

治山事業及び森林整備事業の推
進

市町村有林の整備

Ｊ.鹿児島県（海岸防災林造成事業）の
例
工事費　22百万円
測量試験費　1百万円
合計　23百万円

【間接補助】
Ｌ.森林組合

100 百万円
森林所有者から委託された森林
の整備

181 百万円 181 百万円 11 百万円

水産基盤整備事業の実施、市町村事業に対する
指導及び補助

水産基盤整備事業の実施

【移替え】 【補助】 【間接補助】
林野庁 Ｊ.鹿児島県 Ｋ.市町村

水産庁 Ｈ.鹿児島県 I.市町村（3団体）
469 百万円 469 百万円 67 百万円

67 百万円
H.鹿児島県（奄美市大熊漁港）の例
工事費　190百万円

Ｅ.喜界町（荒木漁港）の例
工事費　57百万円

農山漁村地域の総合的な整備及び
市町村等事業に対する補助等

【移替え】 【補助】 【間接補助】

【間接補助】
Ｆ.喜界町

Ｅ.（財）鹿児島県地域振興公社
工事費　136百万円
設計費　13百万円
合計　149百万円

Ｆ.喜界町
施設管理費　15百万円

15 百万円
農業生産基盤保全管理・整備の実施

農業生産基盤保全管理・整備、
戸別所得補償実施円滑化基盤整
備に係る指導及び助成

農業生産基盤保全管理・整備、戸別
所得補償実施円滑化基盤整備

【間接補助】
Ｄ.鹿児島県（第二阿権地区）の例
工事費　119百万円
測量及び試験費　2百万円
換地費　4百万円
用地費及び補償費　2百万円
合計　127百万円

Ｅ.(財)鹿児島県地域振興公社
149 百万円

戸別所得補償実施円滑化基盤整備
の実施

かんがい排水事業の推進

【補助】
Ｃ.九州農政局 Ｄ.鹿児島県

2,100 百万円 1936 百万円

下水道・都市公園の施設整備、
社会資本総合整備事業の実施

【移替え】 【直轄】
農林水産省 Ｂ.九州農政局

4,769 百万円 2,602 百万円

国土交通省
16,196

【補助】
Ａ.鹿児島県

予算配分、事業採択、助言 5,790 百万円

Ｓ.鹿児島県（ハブ咬症対策事業）の例
ハブ毒応用開発研究費　11.1百万円
ハブ買上費　2.1百万円
事務費　0.4百万円
合計　13.6百万円

Ｔ.奄美市（情報通信産業人材育成事
業）の例
委託料　4百万円
補助金　0.5百万円
需用費等　0.1百万円
合計　4.6百万円.

Ｕ.奄美群島広域事務組合（奄美ミュー
ジアム交流ネットワーク推進事業）の
例
会議運営費　1百万円
委託費　13百万円
合計　14百万円

【間接補助】
Ｕ.奄美群島広域事務組合

31 百万円
奄美群島振興開発調査費等補助
事業の実施（奄美ミュージアム交
流ネットワーク推進事業の実施
等）

奄美群島振興開発調査費等補助
事業の指導及び助成

90 百万円 20 百万円
奄美群島振興開発調査費等補助事業の
実施及び補助（ハブ対策事業の実施等）

奄美群島振興開発調査費等補助
事業の実施（情報通信産業人材
育成事業等）

12 百万円
奄美群島における多様な主体の連携
による着地型観光推進に関する調査
（資料収集・検証等）等を実施

【補助】 【間接補助】
Ｓ.鹿児島県 Ｔ.市町村　　　12団体

調査実施にあたっての総合調整、
発注先に対する指示

Ｑ.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティン
グ(株）
委託費　11百万円

11 百万円
奄美群島における農林水産物の高付
加価値化推進方策に関する調査（現
地調査等）を実施

Ｐ.国土政策局の例
職員旅費　1.2百万円
委員等旅費　0.8百万円
諸謝金　0.2百万円
合計　2.2百万円 Ｒ.公益社団法人日本交通公社

委託費　12百万円
【企画競争】
Ｒ.公益社団法人日本交通公
社

百万円

【企画競争】
Ｐ.国土政策局 Ｑ.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサ

ルティング(株）25 百万円

584 百万円 584 百万円
水道施設の整備にかかる指導及び助成 Ｎ.与論町（最終処分場）の例

工事費　53百万円
監理費　4百万円
合計　57百万円

Ｏ.宇検村（簡易水道）の例
工事費 64百万円
調査費等 7百万円
合計　71百万円

水道施設の整備

特別会計繰入（6勘定）
3,693

廃棄物処理施設等の整備にかかる指導及び助成 廃棄物処理施設の整備

【移替え】 【補助】
厚生労働省 Ｏ.地方公共団体

森林所有者から委託された森林
の整備

【移替え】 【補助】
環境省 Ｎ.地方公共団体（11団体）

98 百万円 98 百万円

【間接補助】
Ｍ.民間事業体

8 百万円

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



離島振興事業費 かんがい排水施設の整備 2,602 離島振興事業費 農業生産基盤保全管理・整備の実施 15

B.九州農政局 F.喜界町

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5,790 計 149

使　途
金　額

(百万円）

離島振興事業費 社会資本整備総合交付金 5,790 離島振興事業費 戸別所得補償実施円滑化基盤整備の実施 149

60 百万円
奄美農業創出支援事業の実施
（営農ハウスの整備等）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

金

A.鹿児島県 E.（財）鹿児島県地域振興公社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

5 百万円
奄美農業創出支援事業の指導及
び助成

奄美農業創出支援事業の指導及び補助 奄美農業創出支援事業の実施

Ｚ.奄美市（付加価値の高い農業生産
の推進）の例
旅費　0.9百万円
委託費　0.5百万円
消耗品費　0.4百万円
印刷製本費　0.4百万円等
合計　3百万円

【間接補助】
ＡＡ.志野原道生産組合の例
工事費　20百万円

ＡＡ.生産組合　5団体

66 百万円 66 百万円 66 百万円

【補助】 【間接補助】
農林水産省 地方農政局 Ｙ.鹿児島県　 Ｚ.市町村　7団体

Ｗ.鹿児島県 Ｘ.市町村　9団体
奄美群島産業振興等補助事業の
指導及び助成

431 百万円 430 百万円
奄美群島産業振興補助事業の指導及び
補助

奄美群島産業振興等補助事業の
実施（徳之島地域文化発信施設
整備事業等）

Ｖ.奄美群島サンゴ礁保全対策協議会
調査費　1百万円

Ｖ.協議会　1団体
1 百万円

Ｘ.伊仙町（徳之島地域文化発信施設
整備事業）の例
工事費　107百万円
設計・管理委託費　2百万円
事務費　1百万円
合計　110百万円

サンゴ礁保全対策事業の実施

【補助】 【間接補助】

計 1,936 計 469

離島振興事業費
農業生産基盤保全管理・整備、戸別所得補
償実施円滑化基盤整備

1,936 離島振興事業費
水産基盤整備事業の実施、市町村事業に
対する指導及び補助

469

D.鹿児島県 H.鹿児島県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2,100 計 67

離島振興事業費
農業生産基盤保全管理・整備、戸別所得補
償実施円滑化基盤整備に係る指導及び助
成

2,100 離島振興事業費
農山漁村地域の総合的な整備及び市町村
等事業に対する補助等

67

C.九州農政局 G.鹿児島県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2,602 計 15

とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）



離島振興事業費 森林環境保全整備事業費補助 4 離島振興事業費 水道施設整備費補助 584

Ｋ.市町村 Ｏ.地方公共団体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 181 計 59

離島振興事業費 治山事業費補助 48

離島振興事業費 森林環境保全整備事業費補助 133 離島振興事業費 廃棄物処理施設の整備 59

Ｊ.鹿児島県 Ｎ.地方公共団体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 57 計 5

水産基盤整備事業の実施 57 離島振興事業費 森林環境保全整備事業費補助 5

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ｉ.市町村（３団体） Ｍ.民間事業体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

離島振興事業費

計 38 計 2

離島振興事業費 森林環境保全整備事業費補助 38 離島振興費 奄美群島の振興開発調査に要する経費 2

Ｌ.森林組合 Ｐ.国土政策局

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 584



#

奄美群島振興開発
事業費等補助金

奄美群島振興開発調査費等補助事業の実
施及び補助（ハブ対策事業の実施等）

90
奄美群島産業振
興等補助金

奄美群島産業振興等補助事業の実施（徳
之島地域文化発信施設整備事業等）

140

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 12 計

Ｓ.鹿児島県 X.市町村

請負
奄美群島における多様な主体の連携による
着地型観光推進に関する調査

12
奄美群島産業振
興等補助金

奄美群島産業振興等補助事業の実施（徳
之島地域文化発信施設整備事業等）

140

Ｒ.公益社団法人日本交通公社 W.鹿児島県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 11 計 1

奄美群島における農林水産物の高付加価
値化推進方策に関する調査

11
奄美群島振興開
発事業費等補助
金

サンゴ礁保全対策事業の実施 1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Ｑ.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） V.協議会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負

ＡＡ 生産組合

計 31 計 3

奄美群島振興開
発事業費等補助
金

奄美群島振興開発調査費等補助事業の実
施（奄美ミュージアム交流ネットワーク推進
事業の実施等）

31
奄美農業創出支
援事業費補助

奄美農業創出支援事業の実施 3

U.奄美群島広域事務組合 Z.市町村
費　目 使　途 金　額 費　目 使　途 金　額

計 7 計 66

奄美群島振興開
発事業費等補助
金

奄美群島振興開発調査費等補助事業の実
施（情報通信産業人材育成事業等）

7
奄美農業創出支
援事業費補助

奄美農業創出支援事業の指導及び補助 66

Ｔ.市町村 Y.鹿児島県

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 90 計 140

ＡＡ.生産組合



0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 20 計 0

奄美農業創出支援事業の実施（営農ハウス
の整備等）

20

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

奄美農業創出支
援事業費補助

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額 費　目 使　途 金　額

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト

Ｉ. 市町村

Ｋ.市町村

Ｌ.森林組合

1 あまみ大島森林組合 森林環境保全整備事業費補助 38.00 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6 伊仙町 森林環境保全整備事業費補助 0.30 － －

5 瀬戸内町 森林環境保全整備事業費補助 1.00 － －

4 徳之島町 森林環境保全整備事業費補助 2.00 － －

3 知名町 森林環境保全整備事業費補助 2.00 － －

2 奄美市 森林環境保全整備事業費補助 2.00 － －

1 龍郷町 森林環境保全整備事業費補助 4.00 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

2 知名町 水産基盤整備事業 5.00 － －

2 奄美市 水産基盤整備事業 5.00 － －

1 喜界町 水産基盤整備事業 57.00 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

M.民間事業体

10

9

8

7

6

5

4

3

2 昇林業 森林環境保全整備事業費補助 3.00 － －

1 （有）中野木材 森林環境保全整備事業費補助 5.00 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3 徳之島地区森林組合 森林環境保全整備事業費補助 25.00 － －

2 瀬戸内町森林組合 森林環境保全整備事業費補助 37.00 － －

1 あまみ大島森林組合 森林環境保全整備事業費補助 38.00



Ｎ. 地方公共団体

Ｔ.市町村

2 瀬戸内町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 4 26

1 奄美市 奄美群島振興開発調査費等補助事業 6.82 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8 鹿児島県 指導監督事務費 0.33 - -

7 天城町 簡易水道再編推進事業 10.00 - -

6 龍郷町 簡易水道再編推進事業 48.00 - -

5 瀬戸内町 簡易水道再編推進事業 52.16 - -

4 伊仙町 生活基盤近代化事業 53.00 - -

3 宇検村 簡易水道再編推進事業 70.50 - -

2 喜界町 簡易水道再編推進事業 113.61 - -

落札率

1 奄美市 簡易水道再編推進事業 235.81 - -

Ｏ.地方公共団体

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10 鹿児島県 廃棄物処理施設の整備事業に対する指導 0.10 - -

9 瀬戸内町 廃棄物処理施設の整備事業 0.50 - -

8 喜界町 廃棄物処理施設の整備事業 0.85 - -

7 伊仙町 廃棄物処理施設の整備事業 3.19 - -

6 徳之島町 廃棄物処理施設の整備事業 4.26 - -

5 奄美市 廃棄物処理施設の整備事業 5.03 - -

4 知名町 廃棄物処理施設の整備事業 5.07 - -

3 天城町 廃棄物処理施設の整備事業 7.05 - -

2 龍郷町 廃棄物処理施設の整備事業 13.43 - -

1 与論町 廃棄物処理施設の整備事業 58.61 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｘ.市町村

10

9 和泊町 奄美群島産業振興等補助事業 1.35 - -

8 瀬戸内町 奄美群島産業振興等補助事業 2.10 - -

7 宇検村 奄美群島産業振興等補助事業 7.50 - -

6 与論町 奄美群島産業振興等補助事業 17.50 - -

5 龍郷町 奄美群島産業振興等補助事業 27.00 - -

4 天城町 奄美群島産業振興等補助事業 39.40 - -

3 知名町 奄美群島産業振興等補助事業 64.99 - -

2 奄美市 奄美群島産業振興等補助事業 130.14 - -

1 伊仙町 奄美群島産業振興等補助事業 140.38 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 知名町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 0.42 - -

9 和泊町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 0.52 - -

8 与論町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 0.54 - -

7 徳之島町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 0.56 - -

6 龍郷町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 1.05 - -

5 伊仙町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 1.60 - -

4 天城町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 1.70 - -

3 大和村 奄美群島振興開発調査費等補助事業 1.94 - -

2 瀬戸内町 奄美群島振興開発調査費等補助事業 4.26 - -



Ｚ.市町村

ＡＡ.生産組合

10

9

8

7

6

5 芦清良インゲン生産組合 奄美農業創出支援事業費補助 4.85 - -

4 岡前・松原地区茶営農改善組合 奄美農業創出支援事業費補助 8.83 - -

3 国頭24営農組合 奄美農業創出支援事業費補助 11.59 - -

2 天城園芸グループ 奄美農業創出支援事業費補助 14.33 - -

1 志野原道生産組合 奄美農業創出支援事業費補助 19.95 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7 喜界町 奄美農業創出支援事業費補助 0.21 - -

6 知名町 奄美農業創出支援事業費補助 0.29 - -

5 徳之島町 奄美農業創出支援事業費補助 0.29 - -

4 和泊町 奄美農業創出支援事業費補助 0.33 - -

3 瀬戸内町 奄美農業創出支援事業費補助 0.39 - -

2 天城町 奄美農業創出支援事業費補助 0.70 - -

1 奄美市 奄美農業創出支援事業費補助 2.93 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 400

奄美振興事業
（東日本大震災関連）

担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２３～Ｈ２４ 担当課室 特別地域振興官
特別地域振興官

岡野　克弥

事業名

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

「東日本大震災復興基本法」に基づく、東日本大震災からの復興の基本方針における取り組みの一環として大震災の教訓を踏まえた国づくりの推進を
図るため、「奄美群島振興開発特別措置法」に基づき、奄美群島において、緊急に実施する必要性が高く、即効性のある防災、減災等のための施策を
実施する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・本事業は、奄美群島振興開発特別措置法に基づき、鹿児島県が策定した「奄美群島振興開発計画」に基づく事業の推進を図るもの。奄美群島振興開
発計画に基づく事業については、同法第6条第1項及び第3項の規定に基づき、通常の国の負担又は補助の割合を嵩上げして支援している。
・具体的な事業としては、道路（補助率9/10等)、農業農村整備　等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計／東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

奄美群島振興開発特別措置法第６条第１項、海岸法第
２７条、道路法第５６条、港湾法第４２条第１項及び第２
項、土地改良法第１２６条　等

関係する計画、
通知等

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

214 0 0

計

繰越し等 △ 214 90 △ 124

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 0 124 0

補正予算

0 214 0

執行額 0 214

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

22年度 23年度

％

執行率（％） ０％ 100.0%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

奄美群島の総人口
※各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動
指標を設定

成果実績 千人 120千人 118千人 117千人 114千人

達成度

成果指標 単位

―

― ― ― (     ―     )

単位当たり
コスト

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動指
標を設定

算出根拠 ―

各省の所管部局において、個別の事業単位毎に活動指
標を設定

活動実績

（当初見込
み）

― ― ―

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

―

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳



　本事業は、奄美群島の特殊事情に鑑み制定された奄
美群島振興開発特別措置法の目的を達成するために実
施される事業である。
　直轄事業及び奄美群島の市町村に対する補助事業で
あり、「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、
地元からの要望を踏まえ、国として優先度が高い事業を
実施している。

所管府省・部局名

○

―

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

事
業
の
有
効
性

　各省事業執行部局において、完了検査を実施すること
により事業目的に沿った効果的な使われ方になっている
か確認いている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

―単位当たりコストの水準は妥当か。

―

―

○

―

事
業
の
効
率
性

　本事業の実施において、各省執行部局において個別
公共事業の新規事業採択時評価を行っており、また、補
助事業においては、補助金の交付を決定する際に積算
資料等により使途や事業内容等を把握している。

○

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

評価に関する説明

○

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

点
検
結
果

・本事業に係る予算は、閣議了解に基づき、事業の総合性を確保するため、その予算を国土交通省の所管に一括計上し、その使用に際して各省所管に
移替えを行っているが、奄美群島振興開発計画に基づき、事業の総合性の確保並びに計画的かつ効率的な事業執行を図られるよう各省の各所管部局
と連携を取っている。
・また、本事業の実施にあたっては、各省事業執行部局において、個別公共事業の新規事業採択時評価等を行っており、補助事業にあっては、各事業
執行部局において、支出先である地方公共団体等の申請に基づき使途を把握した上で補助金の交付を決定し、事後においても完了検査を実施すること
により事業目的に沿った効果的な使われ方になっているか確認している。
・ 本事業は地理的・自然的条件（外海離島、台風の常襲地帯）、歴史的経緯（昭和21年から昭和28年まで行政分離）など奄美群島の特殊事情にかんが
み、奄美群島振興開発特別措置法に基づき実施するものであり、相応の成果を上げてきているが、奄美群島は、台風の常襲地帯であり 、近年の豪雨災
害に加えて、地震活動が活発であり、自然災害が発生しやすい状況下にあることから、奄美群島の自立的発展を図るためにも、東日本大震災を教訓とし
た災害に強い国土基盤の整備が必要である

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

65平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

外部有識者の所見

平成22年

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

た災害に強い国土基盤の整備が必要である。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【移し替え】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

214百万円

Ｂ．九州農政局農林水産省

214百万円

Ａ．鹿児島県

0百万円

かんがい排水事業の推進

道路の社会資本総合整備事
業の実施

【直轄】

214百万円

【補助】

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



A.鹿児島県 E.

金　額
(百万円）

離島振興事業費 社会資本整備総合交付金 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 0 計 0

離島振興事業費 かんがい排水事業 214

B.九州農政局 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 214 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.鹿児島県

B.九州農政局

8

9

10

7

かんがい排水事業 214

6

4

5

3

1 九州農政局

2

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

1 鹿児島県 社会資本整備総合交付金 0 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

5

4

落札率

-

8

7

10

9

6



事業番号 401
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名 離島地域の振興に必要な経費 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ５５年～ 担当課室 離島振興課 課長　大野淳

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

離島の個性や自主性を生かし、国民の価値観の多様化に対応した今後の離島振興方策のあり方について、様々な角度から検討を行うことで、国内外
の地域との交流の促進を図るとともに、離島の創意工夫を基に、地域固有の資源を活かした島づくりを行うことにより、地域内外の交流やＵＪＩターン者の
増加、雇用の維持・創出も含めた離島地域の活性化に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

○人口変動の原因の分析、将来予測行うため、島民のヒアリングやアンケート、人口変動の統計的分析を行い、年齢階層を考慮した離島の将来人口予
測を実施するとともに、分析結果を踏まえた定住等に効果的と考えられる取組の抽出・整理を行う。
○全国的規模で実施する交流促進・定住促進の実務担当者による課題克服に向けた体制の見直しのための取組や、具体の各離島地域での取組への
助言指導を通じた、より一層の地域づくりの効果発現を図るなどにより、離島地域における自立的発展の促進を図る
○「島と島の交流」、「島と都市との交流」、「島と海外との交流」をコンセプトとして、全国の離島が一体となって離島の持つ魅力をＰＲするために、大都市
において離島住民が参加をする大規模な交流事業（アイランダー）を開催する。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 54 50 53 33

補正予算 0 0 0

繰越し等 0 0 0 0

計 54 50 53 33

執行額 52 49 48

執行率（％） 96% 98% 92%

成果指標 単位 20年度 21年度

％

22年度
目標値

（27年度）

離島地域の総人口

成果実績 409 402 394 353

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

8 9 6 ―

(  9  ) (  6  ) (  3  )

単位当たり
コスト

８，０６１，０４４　（円／　件数　） 算出根拠
平成２４年度の実績支出額： ４８，３６６，２６６円
平成２４年度の事業件数：6

事業の件数

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0

3

委員等旅費 0

職員旅費

離島振興調査費 30

計 33

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目



事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
本事業は、都心での全国の離島の情報発信の機会を提
供するもの等であり、広く国民のニーズがあり、優先度が
高く、国が実施すべき事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

一般競争入札により調達することが可能な事業について
は一般競争入札を実施し、コスト削減を図った。また、随
意契約によらざるを得ない事業についても企画競争を実
施することにより競争性を確保している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ―

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

イベントの開催の目的である交流促進定住促進をより効
果を上げるような企画内容するなど、効果的な活動を実
施し、成果の活用を図っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

点
検
結
果

・支出先の選定にあたり、平成23年度予算執行より、離島の活力再生支援事業補助業務及び離島の交流推進支援調査（アイランダー開催、FOODEX
JAPAN出展）について、一般競争入札を導入し、経費の節減を図った。
・本事業は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全などの国家的役割等を担っている離島について、離島地域の創意工夫を生かした自立的発展の
促進等を目的に条件不利地域である離島地域の活性化を支援するものであることから、引き続き事業としては継続する必要があるが、予算監視・効率化
チーム所見の指摘の観点から見直しを行う。
【前回の指摘を踏まえた改善点】
国が調査を実施する必要性を厳格に精査した上で、一定の成果を得た「離島の活力再生支援事業」及び「専門展示会（フーデックス）出展支援」を廃止し
た。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 177 平成23年 93 平成24年 96



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

４８百万円

離島振興政策において国が

取り組むべき施策の具体的な

企画・立案に必要な情報収

Ａ．国土政策局

４８百万円

離島振興に関する基本的な

資料の収集・分析・現地調査

の実施

Ｂ．（株）ランドブレイン

１８百万円

平成24年度離島振興基本方針策

定調査業務

【企画競争】

Ｃ．（株）ニューズベース

【一般競争】

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

平成24年度離島振興基本方針策

定調査業務

Ｃ．（株）ニューズベース

１６百万円

離島の総合交流推進支援調査の

実施（「アイランダー２０１２」の開

催及び「Foodex Japan2013」へ出

展）

【一般競争】

Ｄ．（株）タイム・エージェント

２百万円

離島の活力再生支援事業の補助

業務

【一般競争】

Ｅ．協議会等（３社）

９百万円

離島の活力再生支援事業の実施

【企画競争】



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.国土政策局 E.協議会等

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

調査費 離島振興に関する基本的な資料の収集・分
析・現地調査の実施

48 請負 離島の活力再生支援事業（『トライランド・ア
スロン』による島の活性化モデル構築事業）

4

計 48 計 4

B.（株）ランドブレイン F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負 平成24年度離島振興基本方針策定調査業
務

18

計 18 計 0

C.（株）ニューズベース G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島の総合交流推進支援調査の実施（「ア請負 離島の総合交流推進支援調査の実施（「ア
イランダー２０１２」の開催及び「Foodex

16

計 16 計 0

D.（株）タイム・エージェント H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

請負 離島の活力再生支援事業の補助業務 2

計 2 計 0



支出先上位１０者リスト
B.（株）ランドブレイン

C.（株）ニューズベース

10

9

8

7

6

5

4

3

2

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ニューズベース 離島の総合交流推進支援調査の実施（「アイランダー２０１２」の開催及び「Fo 16 2 96.82%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ランドブレイン 平成24年度離島振興基本方針策定調査業務 18 8 98.62%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先

D.（株）タイム・エージェント

E.協議会等

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）タイム・エージェント 離島の活力再生支援事業の補助業務 2 12 96.08%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 特定非営利活動法人　八丈島産トライランド・アスロンによる島の活性化モデル構築事業 4 13 97.41%

2 緑のコンビナート推進協議会 隠岐の島域内分散型防災・ビジネス対策事業 3 13 69.91%

3 奄美市 地域力の活用による世界自然遺産登録に向けた観光客受入体制構築事業 2 13 57.08%

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 402
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名
離島振興特別事業に必要な経費
（離島振興特別事業費補助金）

担当部局庁 国土政策局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島振興法第7条第4項
離島振興法施行令第3条第1号

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

離島の振興に当たっては、離島地域の創意工夫を生かした自立的発展を促進するための事業に対する支援が極めて重要であり、このため本事業で必
要な施設を整備し、その施設の効果的な利用を図ることを含む交流に関する事業等により、国内及び国外の地域との交流を促進し、離島の活力ある地
域社会の形成に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｓ４８～Ｈ２４ 担当課室 離島振興課 課長　　大野　淳

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

離島振興法第２条の規定に基づき指定された離島振興対策実施地域を対象とし、以下の事業を行う。
○施設整備：離島の自らの創意工夫による自立的発展を促進するために必要な施設整備事業に対する補助（補助率 1/2以内）
○活用プログラム作成等：地域が自立的発展のための各種体験事業の実施プログラム作成、人材育成等に対する補助（補助率 1/2以内）
○交流事業：島の特性を生かした経済的・文化的諸活動を通じて、他地域との交流の活性化を図る各種事業に対する補助（補助率 1/2以内）
○離島振興施設の耐震化、バリアフリー化：「地域防災拠点となる公共施設等の耐震化」を目的として、過去に整備した離島振興施設の耐震化に対する
補助及び既存の離島振興施設のバリアフリー化推進のための事業に対する補助（補助率 1/2以内）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 184 198 178 0

補正予算 0

計 388 231 193 0

0 - 0

繰越し等 204 33 15 0

執行額 355 200 189

執行率（％） 92% 87% 98%

執行額 355 200 189

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

―

(  6  ) (  6  ) ―

22年度
目標値

（27年度）

離島地域の総人口

成果実績 409 402 394 353

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％

単位当たり
コスト

　３１，５４９，３３３（円／箇所数） 算出根拠
平成２４年度の実績支出額： １８９，２９６，０００円
平成２４年度の箇所数：６箇所

事業の実施団体数

活動実績

（当初見込
み）

13 5 6
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

計



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
本事業は、我が国の排他的経済水域等の保全などの国
家的役割等を担っている離島地域の創意工夫による交
流促進を通じて自立発展の促進を図るものであり、国が
実施すべき事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ―

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ―

定められた補助率の範囲内で交付決定しており、受益者
との負担関係は妥当である。
また、交付の対象となる経費は事業計画の内容を精査
し、真に必要なものに限定している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

類似事業名 所管府省・部局名

活動実績は見込みに見合ったものとなっている。活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

点
検
結
果

適切に進行管理を行い、実施計画に基づき実施した。
【前回の指摘を踏まえた対応】
離島振興法の改正の趣旨を踏まえ、政策目的に照らして真に必要な、より実効性のある仕組みへの見直しを行った上で、事業を廃止した。

外部有識者の所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

97平成22年 178 平成23年 94 平成24年



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

１８９百万円

離島振興特別事業（離島体験滞

在交流促進事業）の指導及び助

Ａ．地方公共団体（５市町村）

１８９百万円

離島体験滞在交流促進事業（離

島体験滞在交流促進施設の整備、

離島振興施設の耐震化・バリアフ

リー化等）の実施

【補助】

<山口県周南市の例>
工事費 ８０，０３９千円

旅 費 ９５千円

需用費 ５０千円

役務費 ３４千円

合 計 ８０，２１８千円

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

需用費 ５０千円

役務費 ３４千円

合 計 ８０，２１８千円



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.山口県周南市 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島振興特別
事業費補助金

離島体験滞在交流促進事業（離島体験滞
在交流促進施設の整備、離島振興施設の
耐震化・バリアフリー化等）の実施

80

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 80 計 0

C. G.

費 目 使 途 金　額
(百万円）

費 目 使 途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
(百万円）

費　目 使　途
(百万円）

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 東京都八丈町 八丈町離島体験滞在交流促進事業 36

1 山口県周南市 大津島体験滞在交流施設整備事業 80

4 北海道礼文町 礼文島「北のカナリア公園」施設整備事業 24

3 三重県鳥羽市 潮騒公園整備及び潮騒文学保存活動整備 25

6 新潟県佐渡市 佐渡市離島体験滞在交流促進事業 10

5 愛媛県上島町 生名開発総合センター耐震化・バリアフリー化事業 15

8

7

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

執行額 1,331 1,204 1,046

▲ 30 ▲ 128 ▲ 892 1,054

1,369 1,250 1,090 2,042

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 994

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1,398 1,379 989 988

補正予算 0

繰越し等

10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

小笠原諸島振興開発特別措置法
第6条及び第7条

関係する計画、
通知等

小笠原諸島振興開発基本方針
小笠原諸島振興開発計画

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　小笠原諸島振興開発特別措置法、国が策定した小笠原諸島振興開発基本方針及び東京都が策定した小笠原諸島振興開発計画に基づく各種振興開
発事業を実施すること等により、小笠原諸島における基礎条件の改善並びに特性に即した振興開発を図り、あわせて、帰島を希望する旧島民の帰島を
促進していくもの。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①　小笠原諸島振興開発の基本と成る方向性を検討するための国の直轄調査
②　小笠原諸島に生息する病害虫等の防除等や診療所の運営に係る経費を補助し、島民及び観光客が安心して生活・滞在できる環境を整備するととも
に、観光業を中心とした島内産業の活性化を図るため、観光に携わる人材育成に努める地元主体の地域づくり等の取り組みに対して支援する。
(①病害虫等防除 (防除10/10、試験研究1/2）、②診療所運営（1/2）、③各種調査（1/2）)
③　東京都及び小笠原村が実施する産業基盤施設及び生活基盤施設等の整備に対する国庫補助を行い、地域の自立的発展並びに島民の生活の安
定及び福祉の向上を図る。
（①産業基盤施設等整備費補助：・港湾整備（3/5、9/10）、農業・水産業基盤整備（3/5、9/10）、農業・水産業振興（1/2）、観光振興（1/2）、②生活基盤
施設等整備費補助：・道路整備（3/5）、生活環境施設等整備（1/2））

事業番号 403

小笠原諸島振興開発事業 担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

S44 担当課室 特別地域振興官
特別地域振興官

岡野　克弥

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名

計

小笠原諸島振興開発費補助金 862

離島振興調査費 13

小笠原諸島振興開発費補助金 111

諸謝金 0

1

委員等旅費 1

職員旅費

単位当たり
コスト

15（百万円／件） 算出根拠
平成24年度の執行額（1,046百万円）を、平成24年度のアウトプットの数
（69件）で除して算出した。

件数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

988

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

62 64 69

100%

―

66 (       70        ) (                )

％ 96% 101%

24年度
目標値

（H25年度）

小笠原村の総人口

成果実績 2,397 2,529 2,509 2,500

達成度

執行率（％） 97% 96% 96%

成果指標 単位 22年度 23年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　本事業のうち、東京都及び小笠原村に対する補助事業については、支出先である両団体の申請に基づき、国は補助金の交付を決定している。両団体における予算
の執行状況については、毎月の契約状況報告及び四半期ごとの実施状況報告を徴しているほか、計画との乖離がある場合は必要に応じて直接聞き取り等を行うこと
により把握している。国は、補助金の交付を決定する際に工事設計書等により使途を把握するとともに、両団体は事後に完了検査を実施し、国は、事業目的に沿った
効果的な使われ方になっていることを確認しているところ。
　また、国が行う直轄調査について、発注先の選定にあたっては、透明性及び公平性の確保を図る観点から、企画競争の手続きを経た上で、発注先を選定し、請負契
約を締結したところ。また、業務の実施にあたっては、仕様書に「緊密な連携をとって進めるものとする」と記載あるとおり、適切な指示を行うなど、国が求める調査内容
となっているか確認したところ。調査終了後は完了検査を通じて、発注先より提出のある成果物（報告書）の内容が、国の求める調査事項を網羅しているか、国が指示
した報告書の整理方法となっているか確認したところ。なお、調査過程より、国土交通省と、関係団体との間で問題意識を共有するとともに、連携・協力して進めてお

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　本事業は、小笠原諸島の特殊事情に鑑み制定された小笠
原諸島振興開発特別措置法の目的を達成するために実施す
る事業である。
東京都及び小笠原村に対する補助事業については、地元か
らの要望を踏まえ、国として優先度が高い事業を実施してい
る。
　また、直轄調査については、新たな振興開発の取組の可能
性を探ったり、国等の関係団体との調整を経て小笠原での適
用を目指すものであり、東京都・小笠原村がより効率的・効果
的に具体的施策を立案できるよう、支援を行うものである。

所管府省・部局名

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　東京都及び小笠原村に対する補助事業については、国は
補助金の交付を決定する際に、積算資料等により使途や補
助内容等を把握している。
　また、直轄調査については、支出先の選定にあたって、透
明性及び公平性の確保を図る観点から、企画競争の手続き
を経た上で、発注先を特定している。

重
複
排
除

○

○

○

－

○

事
業
の
有
効
性

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

評価に関する説明

　東京都及び小笠原村に対する補助事業については、両団
体は事後に完了検査を実施し、国は、事業目的に沿った効果
的な使われ方になっていることを確認している。
　また、直轄調査については、調査過程より、国と関係団体と
の間で問題意識を共有するとともに、連携・協力して進めてい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

○

○

○

した報告書の整理方法となっているか確認したと ろ。なお、調査過程より、国土交通省と、関係団体との間で問題意識を共有するとともに、連携 協力して進めてお
り、調査結果を受けて、小笠原村等が自立的に事業を推進するよう進めているところ。

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

外部有識者の所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成24年平成23年 102,103,104182,183,184 98、99、100平成22年



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

国土交通省

１，０４６百万円

　
　業務の実施にあたり、
　各支出先の指示・監督 【企画競争】

A　国土政策局

１５百万円

B　（株）三菱総合研究所）

１５百万円

小笠原諸島に即応した再生可
能エネルギー等の活用方策
の検討、平成２３年６月の世
界自然遺産登録後の現状把
握とこれからの対策の検討、
小笠原諸島周辺の資源開発
の影響等の調査及び旧島民
に関する調査等

　小笠原諸島振興開発計画に基づき、
　東京都及び小笠原村が実施するソフト
　事業に対して行う補助

【補助（ソフト）】

C　地方公共団体

１１０百万円

診療所運営事業、病害虫等対策事業
及び各種調査事業の推進

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

及び各種調査事業の推進

　小笠原諸島振興開発計画に基づき、
　東京都及び小笠原村が実施するハード
　事業に対して行う補助

【補助（ハード）】

C　地方公共団体

９２１百万円

D　組合

６７百万円

港湾整備事業、農業・水産業基盤整備事業
農業・水産業振興事業、観光振興事業
道路整備事業、生活環境施設等整備事業
の実施

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

農業共同組合施設の整備及び
共同利用施設の整備の実施

＜東京都の例（観光振興（自然公園））の例＞

　本工事費　　　　　　 ５１，２００千円
　測量及び試験費　２０９，３９０千円
　事務費　　　　　　　　　４，３３０千円

　合　　計　　　　　　 ２６４，９２０千円

　＜交付決定ベース＞



C.地方公共団体（東京都） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

小笠原諸島振興

計 15 計 0

B.（株）三菱総合研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負
小笠原諸島における社会経済環境の状況を踏ま
えた今後の支援方策に関する調査

15

計 15 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

請負
小笠原諸島における社会経済環境の状況を踏ま
えた今後の支援方策に関する調査

15

A.国土政策局 E.

計 63 計 0

小笠原諸島振興
開発事業費補助

産業基盤施設等整備費補助（農業水産業
振興）

63

計 761 計 0

D.組合（東京島しょ農業協同組合） H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

小笠原諸島振
興開発事業費

補助

産業基盤施設等整備費補助（港湾整備、農
業・水産業基盤整備、農業水産業振興、観
光振興）
生活基盤施設等整備費補助（道路整備、生
活環境施設等整備）

739

小笠原諸島振興
開発費補助金

病害虫等防除対策、各種調査 22



支出先上位１０者リスト
A.

B.

落札率

－

10

9

7

8

5

6

3

4

1 国土政策局 小笠原諸島における社会経済環境の状況を踏まえた今後の支援方策に関する調査 15 － －

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数

7

9

10

5

6

4

8

1

支　出　額
（百万円）

小笠原諸島における社会経済環境の状況を踏まえた今後の支援方策に関する調査 15（株）三菱総合研究所

支　出　先 業　務　概　要

3

1

2

C.

D.

10

8
9

6
7

4
5

2 小笠原島漁業協同組合 農業・水産業振興（共同利用施設） 5 － －
3

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率
1 東京島しょ農業協同組合 農業・水産業振興（農業共同組合施設） 63 － －

7
8

5
6

3
4

739 － －

2 小笠原村
小笠原諸島振興開発費補助金（診療所運営） 88 － －
小笠原諸島振興開発事業費補助（観光振興、道路整備、生活環境施設等整備） 182 － －

1 東京都
小笠原諸島振興開発費補助金（病害虫等防除対策、各種調査） 22 － －
小笠原諸島振興開発事業費補助（港湾整備、農業・水産業基盤整備、農業・水産

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

0 1,195 17

補正予算

繰越し等 ▲ 532 515 17

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、東日本大震災を教訓として、全国的に緊急に実施する必要性が高く､即効性のある防
災、減災等のための施策として、小笠原諸島における東南海・南海地震等の発生に伴う津波被害を防ぐために、必要な事業を実施する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　小笠原諸島において、南海トラフ巨大地震等の発生に伴う津波の影響による防波堤及び浄水場の被災を未然に防ぎ、漁港施設及び浄水
場の機能確保を図るため、防波堤の改良（補強）及び新設、浄水場の移転を実施する。
①産業基盤施設等整備費補助
・港湾整備（9/10）、農業・水産業基盤整備（9/10）
②生活基盤施設等整備費補助
・生活環境施設等整備（1/2）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

532 0

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 0 680 0

事業番号 404

小笠原諸島振興開発事業に必要な経費
（小笠原諸島振興開発事業費補助）

（東日本大震災関連）
担当部局庁 国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２３ 担当課室 特別地域振興官
特別地域振興官

岡野　克弥

事業名

会計区分 一般会計／東日本大震災復興特別会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

小笠原諸島振興開発特別措置法
第6条

関係する計画、
通知等

-

計 0

単位当たり
コスト

290（百万円／件） 算出根拠
平成24年度の執行額（1,160百万円）を、平成24年度のアウトプットの数
（4件）で除して算出した。

件数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

0 4

100%

―

（　2　） （　3　）

％ 96% 101%

24年度
目標値

（H25年度）

小笠原村の総人口

成果実績 2,397 2,529 2,509 2,500

達成度

執行率（％） 0% 97%

成果指標 単位 22年度 23年度

執行額 0 1,160



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

　東京都における予算の執行状況については、毎月の契約状況報告及び四半期ごとの実施状況報告を徴しているほか、計画との乖離がある場合は必要に応じて直接聞き取り等を行う
ことにより把握することとしている。
　本事業は、東京都に対する補助事業であるため、支出先である東京都の申請に基づき、国は補助金の交付を決定することとしている。
　国は、補助金の交付を決定する際に工事設計書等により使途を把握するとともに、東京都（及び小笠原村)は事後に完了検査を実施し、国は、事業目的に沿った効果的な使われ方に
なっていることを確認することとしている。

評　価項　　目

点
検
結
果

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

　本事業は、小笠原諸島の特殊事情に鑑み制定された小笠原諸島
振興開発特別措置法の目的を達成するために実施する事業である。
　東京都及び小笠原村に対する補助事業であり、　「東日本大震災
からの復興の基本方針」に基づき、地元からの要望を踏まえ、国とし
て優先度が高い事業を実施している。

所管府省・部局名

　国は、補助金の交付を決定する際に積算資料等により使途や事業
内容等を把握している。

重
複
排
除

○

○

○

－

－

○

○

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

事
業
の
有
効
性

　東京都及び小笠原村に対する補助事業については、両団体は事
後に完了検査を実施し、国は、事業目的に沿った効果的な使われ方
になっていることを確認している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業番号 類似事業名

○単位当たりコストの水準は妥当か。

○

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の

必
要
性

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ 復興－13平成22年 平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

105

備考



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

国土交通省

１，１６０百万円

Ａ　地方公共団体（２団体）

１，１６０百万円

小笠原諸島振興開発計画に基づき、
　東京都及び小笠原村が実施するハード
　事業に対して行う補助

＜農業・水産業基盤整備（漁港）（Ｈ２４当初）の例＞

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

港湾整備事業、農業・水産業基盤整備事業
生活環境施設等整備事業の実施

　工事費　　　　　　  ３３７，１７１千円
　（防波堤（改良））
　測量及び試験費　　 ４８，７６２千円
　（防波堤（新設））

　合　　計　　　　　　 ３８５，９３３千円

　＜交付決定ベース＞

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）



計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 869 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

小笠原諸島振興
開発事業費補助

小笠原諸島振興開発事業費補助
（港湾整備、農業・水産業基盤整備）

869

A.東京都 E.

計 0 計 0

計 0 計 0

H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

D.

金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

8

10

4

2 小笠原村 小笠原諸島振興開発事業費補助（生活環境施設等整備）

9

支　出　先 業　務　概　要

6

7

5

291 － －

3

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東京都 小笠原諸島振興開発事業費補助（港湾整備、農業・水産業基盤整備） 869 － －



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

執行率（％） 59.6%

執行額 180

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

離島の定住促進に資するため、生活物資等の移入や生産品の移出について、流通の効率化に効果のある施設の整備や機材の導入を行い、離島の振
興を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

本事業は、海上輸送、保管、荷さばき、流通加工の過程で流通の効率化に効果のある以下の施設の整備（改築等含む。）又は機材の導入であって、離
島の流通に限定して利用するものを対象とする。（離島航路により連絡する地域（本土側）においても施設等の整備等も行うことができる。）
　　(1) 普通倉庫、冷蔵倉庫、荷さばき施設、加工場その他これらに類する施設
 　 (2) コンテナ（冷凍、冷蔵含む。）、荷役機材、冷凍庫、冷蔵庫その他これらに類する機材
　　(3) 物資運搬船等の改良（保冷施設の設置等）
　　(4) 付属設備
＜補助率＞：総事業費の１／２以内

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

0 0

計

繰越し等

国土政策局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２４ 担当課室 離島振興課 課長　大野　淳

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
離島振興法　第７条の三　第２項

関係する計画、
通知等

―

△ 198 198

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 500 250

補正予算

302 448

事業番号 405

離島振興特別事業に必要な経費
（離島流通効率化事業費補助金）

担当部局庁

計 250

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

離島流通効率化事業費補
助金

250

―

(                   ) (                   ) (   20   )

単位当たり
コスト

9,472,876 （円／事業件数） 算出根拠
平成24年度実績支出額：179,984,650円
平成24年度の事業件数：   19事業

事業の実施件数

活動実績

（当初見込
み）

19
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（27年度）

離島地域の総人口

成果実績 千人 409 402 394 353

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

・平成２４年６月２０日に成立した改正離島振興法の第１条の（目的）において、「我が国の領域、排他的経済水域等の保全、・・・・・我が国及び国民の利
益の保護及び増進に重要な役割を担っている離島について、人の往来及び生活に必要な物資等の輸送に要する費用が他の地域に比較して多額である
状況を改善する・・・」と条文化されており、また、第12条の（交通の確保等）においても「人の往来及び物資の流通に要する費用の低廉化に資するための
施策の充実に特別の配慮をするものとする」となっていることから、社会的要請は高く、国が支援し、実施すべき施策である。
・事業の実施にあたっては、進捗状況等の把握に努めることにより、効率的な予算の執行を図っていく。
【前回の指摘を踏まえた改善点】
・事業の実施状況や地方公共団体等からの要望を踏まえ、より実効性のある仕組みへの改善を行った。また、２５年度当初予算は、要求額を踏まえて予
算計上した。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

事
業
の
効
率
性

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

評価に関する説明

○

○

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

－

○

○

○

定められた補助率の範囲内で交付決定しており、受益者
との負担関係は妥当である。
また、交付の対象となる経費は、事業計画の内容を精査
し、真に必要なものに限定している。
不用が生じた理由は、初年度事業であったため、想定よ
り交付申請額が少なかったこと等である。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

事
業
の
有
効
性

想定していた事業件数と同程度の事業が行われており、
活動実績は見込みに見合ったものとなっている。
また、整備された施設等は、利用者から喜ばれている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

本事業は、我が国の排他的経済水域等の保全など国
家的役割等を担っている離島地域の創意工夫によ交
流促進を通じて自立発展の促進を図るものであり、国が
実施すべき事業である。

所管府省・部局名

○

－

平成22年

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年平成23年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

1006



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

施設の整備
工事費 59,190,000円

建築工事 49,256,000円

舗装工事 3,649,000円

諸経費 6,285,000円

国土交通省
180百万円

離島振興特別事業（離島
流通効率化事業費補助
金）の指導及び助成

【補助】

A.地方公共団体
180百万円

離島振興特別事業（離島
流通効率化事業費補助
金）の実施

（11市町村）

＜鹿児島県西之表市の例＞

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ 諸経費 6,285,000円

機材の導入
機械器具費 3,070,000円

合計 62,260,000円

ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

＜交付決定ベース＞



C. G.

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 180 計 0

A.地方公共団体 E.

離島流通効率
化事業費補助
金

離島流通の効率化に効果のある施設の整
備や機材の導入

180

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.　地方公共団体

B.

5 東京都新島村 コンテナの導入 10

10 島根県隠岐の島町 フォークリフトの導入

入札者数 落札率

9

8

7 広島県大崎上島町 高鮮度保持保管庫の整備及びフォークリフトの導入 8

6 新潟県粟島浦村 冷凍冷蔵車、フォークリフトの導入 9

4

2

東京都神津島村 コンテナの導入 3

東京都利島村 コンテナの導入 3

東京都大島町 コンテナの導入 10

3 山口県萩市 製氷機、貯氷庫、砕氷装置の整備及びフォークリフト、トラックの導入 22

2 鹿児島県十島村
加工施設の整備及びコンテナ、フォークリフト、冷凍庫、急速冷凍機、真空
包装機等の導入

50

1 鹿児島県西之表市 物流拠点施設の整備及びフォークリフトの導入 62

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1

2

5

3

6

4

8

7

9

10



事業番号 406
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （国土交通省）

事業名
離島振興特別事業に必要な経費
（離島活性化事業費補助金）

担当部局庁 国土政策局 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

離島振興法第7条第4項
離島振興法施行令第3条第1号

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

離島の自立的発展を促進し、島民の生活の安定及び福祉の向上を図ると共に、地域間の交流を促進し、もって居住する者のない離島の増加及び人口
の著しい減少を防止するため、離島における雇用機会創出のための戦略産品の開発や輸送費用の低廉化、交流を活発化するために行う事業等地域
活性化の推進のための事業を実施し、離島の振興を図る。

事業開始・
終了(予定）年度

Ｈ２４ 担当課室 離島振興課 課長 　大野 淳

会計区分 一般会計 政策・施策名
10　国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する
　　情報の整備
　39　離島等の振興を図る

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

離島振興法第２条の規定に基づき指定された離島振興対策実施地域を対象とし、（補助率１/２、１/３以内）
○産業活性化事業：島内の地域資源を活用した戦略産品の開発や戦略産品の輸送支援を通じて行う戦略産品の確立に必要な経費に対する補助
○交流活性化事業：地域が自立的発展のための各種体験事業の実施プログラム作成、人材育成等に対する補助
○交流事業：島の特性を生かした経済的・文化的諸活動を通じて、他地域との交流の活性化を図る各種事業に対する補助
○施設整備：離島の自らの創意工夫による自立的発展を促進するために必要な施設整備事業に対する補助
○離島振興施設の耐震化、バリアフリー化：「地域防災拠点となる公共施設等の耐震化」を目的として、過去に整備した離島振興施設の耐震化に対する
補助及び既存の離島振興施設のバリアフリー化推進のための事業に対する補助

　

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 ― ― ― 0

補正予算 ―

計 ― ― 19 0

― 400

繰越し等 ― ― △ 381 381

執行額 ― ― 11

執行率（％） ― ― 59%

執行額 ― ― 11

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

―

(                   ) (            ) (      9       )

22年度
目標値

（27年度）

離島地域の総人口

成果実績 409 402 394 353

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％

単位当たり
コスト

1,894,500（円／箇所数） 算出根拠

平成２４年度の実績支出額： 11,367,000円
平成２４年度補正予算額：　400,000,000円
　うち、翌年度繰越額：　　　 380,818,000円
平成２４年度の箇所数：６箇所

事業の実施団体数

活動実績

（当初見込
み）

6
活動指標及び活

動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

離島活性化事業費補助金 0 0 廃止

計 0 0



国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
本事業は、「日本経済再生に向けた緊急経済対策」に基
づき実施される緊急経済対策であり、国が実施すべき事
業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

―

事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ―

定められた補助率の範囲内で交付決定しており、受益者
との負担関係は妥当である。
また、交付の対象となる経費は事業計画の内容を精査
し、真に必要なものに限定している。
不用が生じた理由は、事業計画が変更になったためであ
る。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ―

類似事業名 所管府省・部局名

本事業は平成24年度補正予算において年度途中に措
置されたものでやむなく繰越した団体数が多くなってお
り、平成25年度に見込まれる活動実績を含めると活動実
績は見込みに見合ったものとなっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ―

点
検
結
果

事業の実施にあたっては、進捗状況等の把握に努めることにより、効率的、効果的な予算の執行を図っていく。

外部有識者の所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

行政事業レビュー推進チームの所見

平成22年 平成23年 平成24年



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

国土交通省

１１万円

離島振興特別事業（離島活性化

事業費補助金）の指導及び助成

Ａ．地方公共団体（６市町村）

１１百万円

離島体験滞在交流促進事業（産

業活性化事業、交流活性化事業、

交流事業、離島体験滞在交流促

進施設の整備）の実施

【補助】

<佐渡市の例>
報償費 １４７千円

旅 費 ２５８千円

需用費 １，３９３千円

役務費 ６６千円

委託料 ２，５６２千円

使用料及び

賃借料 １３１千円

合 計 ４，５５７千円ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

需用費 １，３９３千円

役務費 ６６千円

委託料 ２，５６２千円

使用料及び

賃借料 １３１千円

合 計 ４，５５７千円



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.佐渡市 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

離島活性化事
業費補助金

佐渡島活性化事業 5

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

(百万円） (百万円）

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 五島市 産業活性化事業 4

1 佐渡市 産業活性化事業、交流事業 5

4 壱岐市 産業活性化事業 0.4

3 新上五島町 産業活性化事業 2

6 平戸市 産業活性化事業 0.03

5 萩市 産業活性化事業 0.2

8

7

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9


